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告 示 

 

島根県告示第606号 

 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第165条の３第１項の規定により次のとおり事務を委託したので、島根県会

計規則（昭和39年島根県規則第22号）第56条の２第１項の規定により告示する。 

  令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 委託した者の住所及び名称 

令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金支給業務提案共同企業体 

   代表者 山陰中央テレビジョン放送株式会社 代表取締役社長 田部 長右衛門 島根県松江市向島町140番地１ 

   構成員 ディープランニング・オフィス株式会社 代表取締役 原田 喜元 島根県出雲市湖陵町大池972番地 

２ 委託した支払金等の種類及び事務の内容 

  次に掲げる事務であって、支給決定に係る事務を除くもの 

 ⑴ 令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金（救護施設分）支給要綱に基づく医療・介

護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金の申請受付及び支払に関連した事務 

 ⑵ 令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金（医療機関等分）支給要綱に基づく医療・介

護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金の申請受付及び支払に関連した事務 

 ⑶ 令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金（介護保険施設・老人福祉施設等分）支給要

綱に基づく医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金の申請受付及び支払に関連した事務 

 ⑷ 令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金（児童養護施設等分）支給要綱に基づく医

療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金の申請受付及び支払に関連した事務 

 ⑸ 令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金（保育施設等分）支給要綱に基づく医療・介

護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金の申請受付及び支払に関連した事務 

 ⑹ 令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金（障がい福祉施設等分）支給要綱に基づく医

療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金の申請受付及び支払に関連した事務 

 ⑺ 令和５年度 医療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金（薬局・公衆浴場分）支給要綱に基づく医

療・介護・保育施設、公衆浴場等物価高騰対策応援金の申請受付及び支払に関連した事務 

３ 委託の開始年月日 

  令和５年８月10日 

 

 

島根県告示第607号 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第

144号）第49条の規定により、法による医療支援給付を担当する機関を次のとおり指定したので、法第14条第４項におい

てその例によるものとされた生活保護法第55条の３第１号の規定により告示する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

医療機関の名称 所  在  地 指定年月日 

イオン薬局益田店 益田市乙吉町イ95－10 令和５年６月１日 
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島根県告示第608号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項の指定居宅サ－ビス事業者及び同法第53条第１項の指定介護予防サ

ービス事業者を次のとおり指定したので、同法第78条第１号及び第115条の10第１号の規定により告示する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

事業者の名称又は氏名 サ－ビスの種類 事業所の名称 事業所の所在地 指定年月日 

株式会社ナカヤ 

 

訪問看護 ナカヤ寿楽 訪問看護

ステーション 

出雲市荒茅町3106 令和５年10月１日 

介護予防訪問看護 

 

 

島根県告示第609号 

 次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示

する。 

  令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 解除予定保安林の所在場所 

  雲南市吉田町吉田字大吉田3410－３ 

２ 保安林として指定された目的 

  土砂の流出の防備 

３ 解除の理由 

  道路用地とするため 

 

 

島根県告示第610号 

 森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２第１項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので、同法第33条の

３において準用する同法第33条第６項において準用する同条第１項の規定により告示する。 

  令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１⑴ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所 

   隠岐郡隠岐の島町（次の図に示す部分に限る。） 

 ⑵ 保安林として指定された目的 

   水源の
かん

涵養 

 ⑶ 変更後の指定施業要件 

  ア 立木の伐採の方法 

   (ア) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

   (イ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。 

   (ウ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

  イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種 

    次のとおりとする。 

２⑴ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所 
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   隠岐郡隠岐の島町（次の図に示す部分に限る。） 

 ⑵ 保安林として指定された目的 

   土砂の流出の防備 

 ⑶ 変更後の指定施業要件 

  ア 立木の伐採の方法 

   (ア) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

   (イ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。 

   (ウ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

  イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

３⑴ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所 

   隠岐郡隠岐の島町（次の図に示す部分に限る。） 

 ⑵ 保安林として指定された目的 

土砂の崩壊の防備 

 ⑶ 変更後の指定施業要件 

  ア 立木の伐採の方法 

   (ア) 主伐は、択伐による。 

   (イ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。 

   (ウ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

  イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を島根県庁及び隠岐の島町役場に備え置いて縦覧

に供する。） 

 

 

島根県告示第611号 

 漁業法（昭和24年法律第267号）第14条第９項の規定により、島根県資源管理方針を次のとおり変更したので、同条第

10項において準用する同条第６項の規定により公表する。 

  令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

島根県資源管理方針 

令和２年12月25日 公表 

令和３年３月22日 変更 

令和３年６月30日 変更 

令和３年12月28日 変更 

令和４年３月31日 変更 

令和５年９月８日 変更 

第１ 資源管理に関する基本的な事項 

１ 漁業の状況 

本県の水産業は、近年の生産量で約12万トン、生産額は約198億円にのぼり、全国的には上位に位置している。ま

た、漁業就業者数は、約2,500人であり、多くの沿岸地域においては、水産業は中核的な産業となっている。このよ
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うに水産業は、食料の供給、本県の総合的な発展及び定住の推進のために極めて重要な産業であり、今後とも水産業

の発展を図っていくためには、水産資源を適切に管理し、持続的な利用を確保していくことが必要である。 

２ 本県の責務 

本県は、漁業法（昭和24年法律第267号。以下「法」という。）第６条の規定に基づき、国とともに、資源管理を

適切に行う責務を有する。このため、国と協力しつつ、本県の管轄する水面における資源調査、資源評価及び資源管

理を行うとともに、法第10条第１項の規定に基づき、必要と認めるときは、農林水産大臣に対し、資源評価が行われ

ていない水産資源について資源評価を行うよう要請するものとする。 

第２ 特定水産資源ごとの知事管理区分 

知事管理区分は、特定水産資源ごとに漁獲量の管理を行うため、知事が設定する管理区分であり、管理区分ごとに

少なくとも以下の事項を定めるものとする。 

⑴ 水域 

⑵ 対象とする漁業 

⑶ 漁獲可能期間 

第３ 特定水産資源ごとの漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

１ 漁獲可能量 

漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準は、漁獲実績を基礎とし、当該特定水産資源を漁獲対象とする漁業の実

態その他の事情を勘案して、特定水産資源ごとに定めることとする。 

２ 留保枠の設定 

年によって異なる漁場形成の変動、想定外の来遊等に対応するため、特定水産資源ごとに漁獲可能量に留保枠を設

けることができることとする。 

３ 数量の融通 

年によって異なる漁場形成の変動、想定外の来遊等により生じる、それぞれの知事管理区分に配分した数量の過不

足が、漁業者及び関連業者に与える影響を緩和するため、上記１及び２の規定に基づく配分後の漁業者及び漁業関係

団体による要望並びに知事管理区分ごとの知事管理漁獲可能量の消化状況を踏まえて、知事管理区分間における数量

の融通を可能な範囲で行い、それぞれの知事管理区分に配分することで、当該影響の緩和に努めるものとする。 

第４ 知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法 

知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法は、漁獲割当てによる管理を基本とする。それ以外の知事管理区分につい

ては、漁獲量の総量の管理を行うが、科学的知見の蓄積、漁獲量等の報告体制の整備等が図られ、漁業者及び漁業関

係団体の理解が十分に得られたものから、順次、漁獲割当てによる管理に移行するものとする。 

第５ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

１ 特定水産資源 

特定水産資源については、資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第1982号）に即して、当該特定水産資源ご

との資源管理の目標の達成に効果があると認める場合には、小型魚の漁獲を避けるための網目等の漁具の制限等、漁

獲可能量による管理以外の管理手法を活用し、漁獲可能量による管理と組み合わせて資源管理を行うものとする。 

２ 特定水産資源以外の水産資源 

特定水産資源以外の水産資源については、資源管理基本方針に即して、当該水産資源ごとの資源管理の目標の達成

に向け、最新の資源評価及び漁獲シナリオにより導かれる漁獲圧力の管理を適切に行うために、必要と考えられる資

源管理の手法による管理を組み合わせて、資源管理を行うものとする。 

法第11条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が行われていない場合には、当該資源

評価が行われるまでの間は、利用可能な最新の科学的知見を用いて資源管理の方向性を設定することとする。 

３ 漁業者自身による自主的な取組 

知事は、特定水産資源又は特定水産資源以外の水産資源の保存及び管理に関して、漁業者による法第124条第１項
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の協定の締結を促進し、同項の規定により認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる

当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの結果の知事への報告が行われるよう指導する

ものとする。 

第６ その他資源管理に関する重要事項 

１ 漁獲量等の情報の収集 

⑴ 漁獲量等の漁獲状況に関する情報は、資源状況及び環境変動が資源に与える影響等を把握するために有益であ

り、資源評価の精度を上げるために重要である。また、資源管理措置の遵守状況のモニタリング等、適切な資源管

理を行うためにも重要である。 

⑵ 漁獲量等の報告は、法第26条第１項又は第30条第１項の規定により漁獲可能量による管理として行うもののほ

か、知事許可漁業の許可を受けた者による資源管理の状況等の報告（法第58条において準用する法第52条第１項）

及び漁業権者による資源管理の状況等の報告（法第90条第１項）においても実施が義務付けられている。これらの

報告により収集した情報を農林水産大臣へ報告し、農林水産大臣及び関係都道府県知事が相互に漁獲量等の情報を

共有することにより、適切な資源管理に向けてこれらの情報を活用していくこととする。 

⑶ また、これらの報告による漁獲量等の情報の収集の重要性を踏まえて、より迅速かつ効率的に情報を収集するこ

とができるよう、国と連携しつつ、漁業者、漁業協同組合、市場等から漁獲量等の情報を電子的に収集・蓄積する

システムの構築を進めるとともに、データを一元的に集約し、用途に応じて編集・処理することで、適切な資源管

理に向けてこれらの情報の活用が図られるようにする。 

２ 資源管理の進め方 

新たな資源管理の推進に当たっては、漁業者その他の関係者の理解と協力を得た上で、着実に実行していくものと

する。 

３ 遊漁者に対する指導 

遊漁者に対し、資源管理基本方針及び島根県資源管理方針に基づく資源管理の実施について協力するよう指導する

ものとする。 

第７ 島根県資源管理方針の検討 

法第14条第８項に定める場合のほか、直近の資源評価、最新の科学的知見、漁業の動向その他の事情を勘案して、

おおむね５年ごとに、この資源管理方針についての検討を行うとともに、この資源管理方針に記載されている個別の

水産資源について少なくとも５年ごとに見直しを行うものとする。 

第８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理方針 

特定水産資源についての具体的な資源管理方針は「別紙１－１ まあじ」から「別紙１－６ まさば対馬暖流系群

及びごまさば東シナ海系群」までに、法第11条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が

行われていない水産資源の資源管理の方向性は「別紙２－１ あかあまだい日本海西・九州北西」から「別紙２－26

めばる類島根県海域」までに、それぞれ定めるものとする。 

（別紙１－１） 

第１ 特定水産資源 

まあじ 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

１ 島根県まあじ中型まき網漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

②の対象とする漁業が、まあじの採捕を行う水域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がまあじを採捕する中型まき網漁業（漁業
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の許可及び取締り等に関する省令（昭和38年農林省令第５号。以下「許可省令」という。）第70条第１号に掲げ

る漁業をいう。以下同じ。） 

③ 漁獲可能期間 

周年（１月１日から12月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（島根県の休日を定める条例（平成元年島根県条例第９号）第１条第１項に規定す

る県の休日（以下「県の休日」という。）は算入しない。） 

２ 島根県まあじその他の漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

②の対象とする漁業が、まあじの採捕を行う水域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がまあじを採捕する漁業（島根県まあじ中

型まき網漁業の管理区分に係るものを除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年（１月１日から12月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等の報告に

係る期限は、次のとおりとする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

１ 漁獲可能量の知事管理区分への配分にあっては、本県に配分された漁獲可能量（留保枠を設ける場合は、本県に配

分された漁獲可能量から留保枠を除いた数量）を直近の５か年（管理年度）の漁獲実績を基本とした割合でそれぞれ

の知事管理区分に配分するものとする。 

また、留保枠を設ける必要がある場合には、島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて

決定する。 

なお、当該留保枠については、それぞれの知事管理区分における資源管理の取組状況、当該特定水産資源の来遊状

況等を踏まえ、島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて必要とする知事管理区分に配分

するものとする。 

２ １の規定は、農林水産大臣により本県に配分された漁獲可能量が変更された場合について準用する。 
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３ ２の規定にかかわらず、本県及び大臣管理区分との融通又は本県及び他の都道府県との融通の結果、本県に配分さ

れる漁獲可能量が変更された場合は、追加又は削減された数量について、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠

岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の配分量を変更するものとする。 

４ 県内の知事管理区分間で漁獲可能量の融通を行う場合は、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調

整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の配分量を変更するものとする。 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

第２の２の⑴の②で規定する漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量による管理を

合わせて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、5,000隻とする。 

第５ その他資源管理に関する重要事項 

知事管理区分の漁獲量の公表について 

法第31条に定める場合に該当するかについては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の９割を超

えるときを基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 

（別紙１－２） 

第１ 特定水産資源 

まいわし対馬暖流系群 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

１ 島根県まいわし中型まき網漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

②の対象とする漁業が、まいわしの採捕を行う水域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がまいわしを採捕する中型まき網漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年（１月１日から12月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

２ 島根県まいわしその他の漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

②の対象とする漁業が、まいわしの採捕を行う水域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がまいわしを採捕する漁業（島根県まいわ

し中型まき網漁業の管理区分に係るものを除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年（１月１日から12月31日まで） 
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⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等の報告に

係る期限は、次のとおりとする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

１ 漁獲可能量の知事管理区分への配分にあっては、本県に配分された漁獲可能量（留保枠を設ける場合は、本県に配

分された漁獲可能量から留保枠を除いた数量）を直近の５か年（管理年度）の漁獲実績を基本とした割合でそれぞれ

の知事管理区分に配分するものとする。 

また、留保枠を設ける必要がある場合には、島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて

決定する。 

なお、当該留保枠については、それぞれの知事管理区分における資源管理の取組状況、当該特定水産資源の来遊状

況等を踏まえ、島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて必要とする知事管理区分に配分

するものとする。 

２ １の規定は、農林水産大臣により本県に配分された漁獲可能量が変更された場合について準用する。 

３ ２の規定にかかわらず、本県及び大臣管理区分との融通又は本県及び他の都道府県との融通の結果、本県に配分さ

れる漁獲可能量が変更された場合は、追加又は削減された数量について、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠

岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の配分量を変更するものとする。 

４ 県内の知事管理区分間で漁獲可能量の融通を行う場合は、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調

整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の配分量を変更するものとする。 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

第２の２の⑴の②で規定する漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量による管理を

合わせて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、5,000隻とする。 

第５ その他資源管理に関する重要事項 

知事管理区分の漁獲量の公表について 

法第31条に定める場合に該当するかについては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の９割を超

えるときを基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 

（別紙１－３） 

第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（小型魚） 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

１ 島根県くろまぐろ（小型魚）定置漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

中西部太平洋条約海域（許可省令第１条第１項第１号に掲げる海域をいう。以下同じ。） 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろを採捕する定置漁業（法第60

条第３項に規定する定置漁業、島根県漁業調整規則（令和２年島根県規則第93号）第４条第１項第11号に規定す



 第446号 島 根 県 報 令和５年９月８日  

 

10 

る小型定置漁業及び法第60条第５項第２号に規定する第二種共同漁業（定置網を使用するものであって、平成26

年から平成28年までの間にくろまぐろ（小型魚及び大型魚）の漁獲実績を有するものに限る。）をいう。以下同

じ。） 

③ 漁獲可能期間 

周年（４月１日から翌年３月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

２ 島根県くろまぐろ（小型魚）沿岸くろまぐろ漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろを採捕する沿岸くろまぐろ漁

業（日本海・九州西広域漁業調整委員会指示に基づき日本海・九州西広域漁業調整委員会会長が承認した沿岸く

ろまぐろ漁業をいう。以下同じ。） 

③ 漁獲可能期間 

周年（４月１日から翌年３月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

３ 島根県くろまぐろ（小型魚）その他の漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろを採捕する漁業（島根県くろ

まぐろ（小型魚）定置漁業及び島根県くろまぐろ（小型魚）沿岸くろまぐろ漁業の管理区分に係るものを除

く。） 
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③ 漁獲可能期間 

周年（４月１日から翌年３月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

１ 漁獲可能量の知事管理区分への配分にあっては、本県に配分された漁獲可能量のうち、おおむね３パーセントを留

保枠とし、残りを平成22年から平成24年までの漁獲実績を基本とした割合でそれぞれの知事管理区分に配分するもの

とする。ただし、資源評価に用いるデータの収集への配慮のため上乗せして配分された数量については、当該データ

収集に関わる漁業を対象とする知事管理区分に配分するものとする。 

２ 留保枠については、当該特定水産資源の来遊状況等を踏まえ、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁

業調整委員会の意見を聴いて定めた方法により、必要とする知事管理区分に配分するものとする。 

３ 農林水産大臣により本県に配分された漁獲可能量が増加した場合は、追加された数量を留保枠に加えるものとす

る。 

４ ３の規定にかかわらず、数量の融通の結果、漁獲可能量が変更された場合は、追加又は削減された数量について、

あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の

配分量を変更するものとする。 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

 該当なし。 

第５ その他資源管理に関する重要事項 

１ 知事管理区分の漁獲量の公表について 

法第31条に定める場合に該当するかについては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の７割を超

えるときを基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 

２ 小型個体の保護について 

第２の１の⑴の②及び第２の２の⑴の②で規定する漁業（養殖用種苗の採捕を目的とするものを除く。）において

は、小型個体の保護のため、当該漁業の属する知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の７割を超えた場合

には、漁業者は、全長45センチメートル未満の生存個体の放流に努めるものとする。 

（別紙１－４） 

第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（大型魚） 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

１ 島根県くろまぐろ（大型魚）定置漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 
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② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろを採捕する定置漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年（４月１日から翌年３月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

２ 島根県くろまぐろ（大型魚）沿岸くろまぐろ漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろを採捕する沿岸くろまぐろ漁

業 

③ 漁獲可能期間 

周年（４月１日から翌年３月31日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

３ 島根県くろまぐろ（大型魚）その他の漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろを採捕する漁業（島根県くろ

まぐろ（大型魚）定置漁業及び島根県くろまぐろ（大型魚）沿岸くろまぐろ漁業の管理区分に係るものを除

く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年（４月１日から翌年３月31日まで） 
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⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

１ 漁獲可能量の知事管理区分への配分にあっては、本県に配分された漁獲可能量のうち、おおむね５パーセントを留

保枠とし、残りを平成26年から平成28年までの漁獲実績を基本とした割合でそれぞれの知事管理区分に配分するもの

とする。 

２ 留保枠については、当該特定水産資源の来遊状況等を踏まえ、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁

業調整委員会の意見を聴いて定めた方法により、必要とする知事管理区分に配分するものとする。 

３ 農林水産大臣により本県に配分された漁獲可能量が増加した場合は、追加された数量を留保枠に加えるものとす

る。 

４ ３の規定にかかわらず、数量の融通の結果、漁獲可能量が変更された場合は、追加又は削減された数量について、

あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の

配分量を変更するものとする。 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

該当なし。 

第５ その他資源管理に関する重要事項 

知事管理区分の漁獲量の公表について 

法第31条に定める場合に該当するかについては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の７割を超

えるときを基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 

（別紙１－５） 

第１ 特定水産資源 

するめいか 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

島根県するめいか漁業 

１ 当該知事管理区分を構成する事項 

⑴ 水域 

⑵の対象とする漁業が、するめいかの採捕を行う水域 

⑵ 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がするめいかを採捕する漁業（大臣管理区

分に係るものを除く。） 

⑶ 漁獲可能期間 

周年（４月１日から翌年３月31日まで） 

２ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等の報告に

係る期限は、陸揚げした日からその属する月の翌月の10日までとする。 
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第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を島根県するめいか漁業区分に配分する。 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

島根県するめいか漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量による管理を合わせて行

うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、4,930隻とする。 

（別紙１－６） 

第１ 特定水産資源 

まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

１ 島根県まさば及びごまさば中型まき網漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

②の対象とする漁業が、まさば及びごまさばの採捕を行う水域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がまさば及びごまさばを採捕する中型まき

網漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年（７月１日から翌年６月30日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおり

とする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 

② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

２ 島根県まさば及びごまさばその他の漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

① 水域 

②の対象とする漁業が、まさば及びごまさばの採捕を行う水域 

② 対象とする漁業 

島根県内に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がまさば及びごまさばを採捕する漁業（島

根県まさば及びごまさば中型まき網漁業の管理区分に係るものを除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年（７月１日から翌年６月30日まで） 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等の報告に

係る期限は、次のとおりとする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日からその属する月の翌月の10日まで 
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② 知事が法第31条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁獲可能量の追加配分等により

当該知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、

この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（県の休日は算入しない。） 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

１ 漁獲可能量の知事管理区分への配分にあっては、本県に配分された漁獲可能量（留保枠を設ける場合は、本県に配

分された漁獲可能量から留保枠を除いた数量）を直近の５か年（管理年度）の漁獲実績を基本とした割合でそれぞれ

の知事管理区分に配分するものとする。 

また、留保枠を設ける必要がある場合には、島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて

決定する。 

なお、当該留保枠については、それぞれの知事管理区分における資源管理の取組状況、当該特定水産資源の来遊状

況等を踏まえ、島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて必要とする知事管理区分に配分

するものとする。 

２ １の規定は、農林水産大臣により本県に配分された漁獲可能量が変更された場合について準用する。 

３ ２の規定にかかわらず、本県及び大臣管理区分との融通又は本県及び他の都道府県との融通の結果、本県に配分さ

れる漁獲可能量が変更された場合は、追加又は削減された数量について、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠

岐海区漁業調整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の配分量を変更するものとする。 

４ 県内の知事管理区分間で漁獲可能量の融通を行う場合は、あらかじめ島根海区漁業調整委員会及び隠岐海区漁業調

整委員会の意見を聴いて定めた方法により、知事管理区分の配分量を変更するものとする。 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

第２の２の⑴の②で規定する漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量による管理を

合わせて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、5,000隻とする。 

第５ その他資源管理に関する重要事項 

知事管理区分の漁獲量の公表について 

法第31条に定める場合に該当するかについては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量の９割を超

えるときを基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 

（別紙２－１） 

第１ 水産資源 

あかあまだい日本海西・九州北西 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価において判断される資源水準を、令和10年までに、中位以上に回復させる。 

なお、国により最大持続生産量を実現する親魚量等が公表された場合には当該資源評価結果に基づく指標を、資源

管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－２） 

第１ 水産資源 
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あかがれい日本海系群 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価における親魚量を、提案された目標管理基準値案付近に維持する。 

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とす

る。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－３） 

第１ 水産資源 

あわび類島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約19トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－４） 

第１ 水産資源 

あんこう島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約512トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－５） 

第１ 水産資源 



 第446号 島 根 県 報 令和５年９月８日  

 

17 

いさき島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約290トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－６） 

第１ 水産資源 

うまづらはぎ日本海・東シナ海系群 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価において判断される資源水準を、令和10年までに、中位以上に回復させる。 

なお、国により最大持続生産量を実現する親魚量等が公表された場合には、資源管理基本方針に資源管理の目標が

定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－７） 

第１ 水産資源 

えっちゅうばい島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約340トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－８） 

第１ 水産資源 
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きじはた日本海 

第２ 資源管理の方向性 

資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約25トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－９） 

第１ 水産資源 

きだい日本海・東シナ海系群 

第２ 資源管理の方向性 

国が行う資源評価において中位以上の資源水準を維持する。 

なお、国により最大持続生産量を実現する親魚量等が公表された場合には当該資源評価結果に基づく指標を、資源

管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－10） 

第１ 水産資源 

けんさきいか日本海・東シナ海系群 

第２ 資源管理の方向性 

国が行う資源評価において判断される資源水準を、令和10年までに、中位以上に回復させる。 

なお、国により最大持続生産量を実現する親魚量等が公表された場合には当該資源評価結果に基づく指標を、資源

管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－11） 

第１ 水産資源 
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さざえ島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約352トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－12） 

第１ 水産資源 

さわら日本海・東シナ海系群 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価における資源量指標値を、令和10年までに、提案された目標管理基準値案に回復させる。 

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とす

る。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－13） 

第１ 水産資源 

すずき島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約154トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－14） 

第１ 水産資源 
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そうはち日本海南西部系群 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価における親魚量を、提案された目標管理基準値案付近に維持する。 

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とす

る。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－15） 

第１ 水産資源 

ちかめきんとき日本海中西部 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約28トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－16） 

第１ 水産資源 

ちだい日本海北・中部 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約104トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－17） 

第１ 水産資源 
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なまこ類島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約80トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－18） 

第１ 水産資源 

にぎす日本海系群 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価における資源量指標値を、令和10年までに、提案された目標管理基準値案に回復させる。 

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とす

る。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－19） 

第１ 水産資源 

ひらまさ島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約475トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－20） 

第１ 水産資源 
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ひらめ日本海中西部・東シナ海系群 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価における親魚量を、令和10年までに、提案された目標管理基準値案に回復させる。 

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とす

る。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－21） 

第１ 水産資源 

ひれぐろ日本海 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約173トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－22） 

第１ 水産資源 

ぶり 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価における親魚量を、令和10年までに、提案された目標管理基準値案に回復させる。 

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とす

る。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－23） 

第１ 水産資源 
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ほそとびうお島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約340トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－24） 

第１ 水産資源 

まあなご島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約270トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－25） 

第１ 水産資源 

まだい日本海西部・東シナ海系群 

第２ 資源管理の方向性 

   国が行う資源評価における親魚量を、令和10年までに、提案された目標管理基準値案に回復させる。 

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目標を資源管理の方向性とす

る。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

の精度が向上するように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

（別紙２－26） 

第１ 水産資源 
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めばる類島根県海域 

第２ 資源管理の方向性 

   資源を現状の水準に維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、当面の間、年間の総漁獲量を直近

５年間（2018年から2022年まで）の平均的漁獲量（約94トン）程度に維持する。 

なお、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき本方向性を見直すこととする。 

第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

   島根県漁業調整規則等の公的規制を遵守させるとともに、当該水産資源の採捕をする者による法第124条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価

が行えるように努めることとする。 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

   該当なし。 

 

 

島根県告示第612号 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。 

 なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。 

  令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 届出の概要 

 ⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

   イオンモール出雲 島根県出雲市渡橋町1066番地外 

 ⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所 

三井住友信託銀行株式会社 支配人 森本 新吾  

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 （営業所：東京都港区芝三丁目33番１号） 

 ⑶ 変更した事項 

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名    

    （変更前） 

氏名又は名称 住  所 代表者の氏名 備  考 

イオンリテール（株） 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 井出 武美  

（株）フジックス 島根県松江市西嫁島１－３－９ 中林 秀雄  

（有）おもちゃのタマキ 島根県出雲市平田町1319－29 玉木 輝久  

アスカ（株） 東京都千代田区平河町二丁目７番５号 伊藤 弘人 令和５年２月28日

退店 

（株）宮脇書店 香川県高松市丸亀町４番地８ 宮脇 範次  

エイチ・アンド・エム ヘネ

ス・アンド・マウリッツ・ジャ

パン（株） 

東京都渋谷区宇田川町33－６ アネタ・ポク

シンスカ 

 

エムテック・ビーケー（株） 島根県松江市北陵町52－３ 加瀬部 強  
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（株）コックス 東京都中央区日本橋浜町１－２－１ 三宅 英木  

（株）澤井珈琲 鳥取県境港市竹内団地278－６ 澤井 幹雄  

（株）ジーフット 東京都中央区新川一丁目23番５号 木下 尚久  

（株）ジーンズカジュアルダン 大阪府大阪市中央区船場中央２－３ 中平 浩司  

（株）ストライプインターナシ

ョナル 

岡山県岡山市北区幸町２－８ 川部 将士  

（株）セリア 岐阜県大垣市外渕２－38 河合 映治  

（株）テレプラザ 鳥取県米子市東福原二丁目１番１号 足田 憲昭 令和５年２月28日

退店 

（株）東京デリカ 東京都葛飾区新小岩１－48－14 木山 剛史  

（株）永江印祥堂 島根県松江市矢田町250番地63 数原 英一郎  

横山化成（有） 東京都葛飾区東四つ木４－５－１ 山際 淳子  

（株）ひごペットフレンドリー 大阪府吹田市豊津町11－34 滝 信良  

フクハラ アシャール（株） 島根県大田市大田町大田イ736－12 福原 健治  

（有）布野 島根県出雲市今市町616 布野 昇平  

（株）葡萄家 鳥取県鳥取市雲山154－26 山根 一利  

日本メナード化粧品（株） 愛知県名古屋市西区鳥見町２－130 野々川 純一  

ＩＴＸコミュニケーションズ

（株） 

神奈川県横浜市西区南幸一丁目１番１号 高田 泰司 令和５年３月31日

退店 

（株）ＭＡＳＡＹＡ 岡山県岡山市北区表町２－６－56 上村 匡弘  

（株）さんわファクトリー 島根県松江市矢田町168－６ 村上 浩 令和５年２月28日

退店 

(株)メガスポーツ 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 中嶋 築人  

メガネの田中チェーン（株） 広島県広島市中区本通２番10号 ホール・ディ

ミアン・オマ

ワリ 

令和４年３月31日

退店 

ユーロプランニング（有） 島根県出雲市中野町783－20 神田 実 令和５年３月31日

退店 

（株）ライトオン 茨城県つくば市小野崎260－１ 藤原 祐介  

（株）ＣＲＯＳＳｉ 大阪府大阪市中央区安土町三丁目５－６ 石井 美耶子  

フランス総合医療（株） 東京都千代田区平河町１－８－８ 杉木 和彦  

クールカレアン（株） 東京都品川区東品川四丁目12番６号 堀内 一夫  

 （変更後）   

氏名又は名称 住  所 代表者の氏名 備  考 

イオンリテール（株） 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 井出 武美  

（株）フジックス 島根県松江市西嫁島１－３－９ 中林 秀雄  

（有）おもちゃのタマキ 島根県出雲市斐川町黒目1164 玉木 輝久 令和５年２月１日

住所変更 

（株）宮脇書店 香川県高松市丸亀町４番地８ 宮脇 範次  

エイチ・アンド・エム ヘネ 東京都渋谷区宇田川町33－６ アネタ・ポク  
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ス・アンド・マウリッツ・ジャ

パン（株） 

 シンスカ  

エムテック・ビーケー（株） 島根県松江市北陵町52－３ 加瀬部 強  

（株）コックス 東京都中央区日本橋浜町１－２－１ 三宅 英木  

（株）澤井珈琲 鳥取県境港市竹内団地278－６ 澤井 幹雄  

（株）ジーフット 東京都中央区新川一丁目23番５号 木下 尚久  

（株）ジーンズカジュアルダン 大阪府大阪市北区堂島二丁目４番27号 中平 浩司 令和４年11月１日

住所変更 

（株）ストライプインターナシ

ョナル 

岡山県岡山市北区幸町２－８ 川部 将士  

（株）セリア 岐阜県大垣市外渕２－38 河合 映治  

（株）東京デリカ 東京都葛飾区新小岩１－48－14 木山 剛史  

（株）永江印祥堂 島根県松江市矢田町250番地63 数原 英一郎  

横山化成（有） 東京都葛飾区東四つ木４－５－１ 山際 淳子  

（株）ひごペットフレンドリー 大阪府吹田市豊津町11－34 滝 信良  

フクハラ アシャール（株） 島根県大田市大田町大田イ736－12 福原 健治  

（有）布野 島根県出雲市今市町616 布野 昇平  

（株）葡萄家 鳥取県鳥取市雲山154－26 山根 一利  

日本メナード化粧品（株） 愛知県名古屋市西区鳥見町２－130 野々川 純一  

（株）ＭＡＳＡＹＡ 岡山県岡山市北区表町２－６－56 上村 匡弘  

（株）メガスポーツ 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 中嶋 築人  

（株）ライトオン 茨城県つくば市小野崎260－１ 藤原 祐介  

（株）ＣＲＯＳＳｉ 大阪府大阪市中央区安土町三丁目５－６ 石井 美耶子  

フランス総合医療（株） 東京都千代田区平河町１－８－８ 杉木 和彦  

クールカレアン（株） 東京都品川区東品川四丁目12番６号 堀内 一夫  

（株）オンデーズ 東京都品川区東品川二丁目２番８号 ス

フィアタワー天王洲27階 

田中 修治 令和４年５月27日

入店 

（株）香具礼 島根県出雲市大社町北荒木1874番地31 槇原 文子 令和５年４月20日

入店 

 ⑷ 変更の年月日 

   上記小売業者一覧表のとおり 

２ 届出年月日 

令和５年８月18日 

３ 届出及び添付書類の縦覧場所 

  出雲市商工振興部商工振興課（出雲市今市町70） 

４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等 

 ⑴ 意見書の提出先 

   松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課 

 ⑵ 意見書に記載すべき事項 

  ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地） 
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  イ アの記載事項についての公表の意思の有無 

  ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地 

  エ 意見の内容 

  オ 意見を述べる理由 

 ⑶ その他 

   意見書に記載する氏名は、自署によること。 

 

 

島根県告示第613号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定によ

り、令和元年島根県告示第327号で指定された土砂災害警戒区域に係る指定を次のとおり解除するので、同条第６項にお

いて準用する同条第４項の規定により告示する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 解除に係る市町村の名称 

安来市 

２ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び解除に係る土砂災害警戒区域の名称 

 急傾斜地の崩壊 

目谷Ｅ 

３ 解除に係る区域 

別図に示す区域（「別図」は、省略し、島根県松江県土整備事務所広瀬土木事業所及び安来市役所において一般の縦

覧に供する。） 

 

 

島根県告示第614号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定によ

り、次に掲げる土地の区域を土砂災害警戒区域として指定するので、同条第４項の規定により告示する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 土砂災害警戒区域を指定する市町村の名称 

安来市 

２ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び土砂災害警戒区域の名称 

急傾斜地の崩壊 

目谷Ｅ 

３ 指定の区域 

別図に示す区域（「別図」は、省略し、島根県松江県土整備事務所広瀬土木事業所及び安来市役所において一般の縦

覧に供する。） 

 

 

島根県告示第615号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規定によ
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り、令和元年島根県告示第328号で指定された土砂災害特別警戒区域に係る指定を次のとおり解除するので、同条第９項

において準用する同条第４項の規定により告示する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 解除に係る市町村の名称 

安来市 

２ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び解除に係る土砂災害特別警戒区域の名称 

急傾斜地の崩壊 

目谷Ｅ 

３ 解除に係る区域及び建築物の構造の規制に必要な衝撃に関する事項 

別図のとおり（「別図」は、省略し、島根県松江県土整備事務所広瀬土木事業所及び安来市役所において一般の縦覧

に供する。） 

 

 

島根県告示第616号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定によ

り、次に掲げる土地の区域を土砂災害特別警戒区域として指定するので、同条第４項の規定により告示する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 土砂災害特別警戒区域を指定する市町村の名称 

安来市 

２ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び土砂災害特別警戒区域の名称 

急傾斜地の崩壊 

目谷Ｅ 

３ 指定の区域及び建築物の構造の規制に必要な衝撃に関する事項 

別図のとおり（「別図」は、省略し、島根県松江県土整備事務所広瀬土木事業所及び安来市役所において一般の縦覧

に供する。） 

 

 

島根県告示第617号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第77条の22第１項の規定により、次のとおり指定確認検査機関の業務区域の増加

を認可したので、同条第４項の規定により告示する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也 

１ 指定確認検査機関の名称 

  一般財団法人島根県建築住宅センター 

２ 業務区域の増加の範囲 

  浜田市、益田市、大田市、江津市、邑智郡、鹿足郡及び隠岐郡 

３ 業務区域を増加する年月日 

  令和５年10月１日 
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公 告 

 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、公共測量の実施について島

根県知事から次のとおり通知を受けたので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公告する。 

令和５年９月８日 

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 作業種類 

公共測量（基準点測量、水準測量、地形測量、路線測量） 

２ 作業期間 

令和５年８月22日から同年11月６日まで 

３ 作業地域 

飯石郡飯南町上来島地内 

 

特 定 調 達 公 告 

 

 次のとおり随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成７年政令第372号）第12条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成７年島

根県規則第83号）第９条の規定により公告する。 

  令和５年９月８日                                           

島根県知事 丸 山 達 也   

１ 件名及び数量 

  大気環境監視テレメータシステムの賃貸借 一式 

２ 契約に関する事務を担当する本庁等の名称及び所在地 

  島根県環境生活部環境政策課 島根県松江市殿町１番地 

３ 随意契約の相手方を決定した日 

  令和５年８月８日 

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所 

  グリーンブルー株式会社 代表取締役 杉本 健司 神奈川県横浜市神奈川区西神奈川１丁目14番12号 

５ 随意契約に係る契約金額 

  40,213,800円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  随意契約 

７ 随意契約によることとした理由 

  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第２号の規定による。 

 

正 誤 

 

平成16年10月１日付け島根県報号外第105号中に誤りがあったので、次のように訂正する。 

ページ 行 誤 正 

８ 下から16 大字大久字前大久路 

 

大字大久字前大久地 
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  大久前大久路 大久前大久地 

    

 

 


